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石狩市公立小中学校事務職員学校間連携会議

議　長　高　橋　純　一

石狩市公立小中学校事務職員第２回学校間連携会議報告について
　過日開催をした表記会議について別紙の通り報告するのでご査収くださいますようよろしくお願い申し上げます。

石狩市公立小中学校事務職員第２回学校間連携会議報告
２００９年６月１６日　１４：３０～

於：市役所２Ｆ２０２会議室

１．議長挨拶
２．経過報告

５月８日
（金）
１５：００～
・第1回連携会議
・第２回役員会
・連携会議第１号
５月１１日（月）


・連携会議第２号





・「ブリーフケースについて」送信
５月１２日（火）


・「残日数計算シート」送信

５月１３日（水）


・「残日数計算シート」バージョンアップ送信

５月１８日（月）


・連携会議第３号＆「徴収金調査」送信　

５月２２日（金）


・石事協合同学習会


５月２５日（月）


・連携会議第４号（残日数計算シート改訂版について）
５月２６日（火）


・連携会議第５号（会計検査院の監査情報について）
６月　３日（水）


・連携会議第６号（調査の集計について）
６月１０日（水）


・連携会議第７号（校舎窓ふきについて）

６月１１日（木）


・連携会議第８号（第２回会議資料について）
※経過報告の冒頭、緊急経済対策関連補助金に係わる市教委の作業状況について連絡をした。
３．各グループ活動計画について～別紙１

 
提案通り了承された。
４．決算予算調査の報告と論点整理～別紙２

はじめに八幡小と厚田小のとりくみについて発表していただき、その後集計表を見ながら交流を行った。八幡・厚田小のとりくみからは、校内配分のための調査活動の必要性について紹介されたが、特に中規模中学校では調査活動を行うことはきわめて厳しく、ほとんど行われていないことがわかった。
　小学校では、「教科で使用する消耗品」という概念よりも、「教室環境整備やいつでも使用できる消耗品（色画用紙など）」をそろえてほしいという要望が強いとの状況も報告された。
５．徴収金調査の報告と論点整理～別紙３

徴収金決定に当たり、小規模小学校では一般的に担当者（主に教務）から、上限額の目安が提示されているようである。中学校では提示はされていないものの昨年より多くしないという暗黙の了解がはたらいているとの意見も出された。各校が実際にどのように徴収金を決定し、事務職員がどのように関与しているかについてまでは交流できなかったので、決算予算調査にあわせて、もう少し交流を深めていくこととした。
６．連絡事項

（１）給食センター申し入れについて
（２）石教研二次集会及び管内研のレポート発表について
（３）会議録の活用について
　　（４）次回連携会議について
別紙１

各グループ活動計画について
２００９年度　調査研究グループ活動計画

1． 活動方針

（1） 日常の実務実践について交流・学習を行い、実務業務の効率化・迅速化・正確化・簡素化をはかる。

（2） 研究課題解決や研鑽を深めるための視察研修を企画・推進を行う。

2． 活動計画

（1） 実務実践の交流・学習について

1 交流テーマについては、基本的には会員からの交流要望に基づき、連携事務局で調査や交流方法の提起を行う。

2 そのため、各会員は交流してもらいたい事項について連携事務局に提案を行う。申し入れ方法は任意（電話連絡やメール）とする。

3 その他、連携事務局としても必要に応じて交流事項の提示を行う。

（2） 他支部交流について

1 他支部交流については、会員アンケートを実施した後、具体的に提案する。

2 開催時期は、昨年同様９～１０月頃を中心に検討。

3 場所は、昨年新琴似中学校の視察を行ったので、できれば札幌は避けたいが遠距離では参加者が少なくなることが予想されるため、遠方と近隣の隔年実施についても検討する。

4 遠方実施に備えて、予算確保を市事協事務局に要請する。

（3） 出前講座等について

1 出前講座等についても、会員アンケートを実施した後、具体的に提案する。

2 これまでの研究経緯を踏まえ、学校環境に関する講座などが想定されるが、これも予算がないため、範囲が限定されるが、あらゆるジャンルから検討していきたい。

3 予算確保（旅費程度）を市事協事務局に要請する。

3． その他

活動計画のうち「実務実践の交流・学習」については連携会議事務局が主管します。

２００９年度　学校財政グループ活動計画

1． 活動方針

子どもの学習権保障の観点で学校予算の現状を分析し、共通課題の解決を図る予算要望に取り組む。

2． 活動計画

（1） 今年度の予算要望活動の方向性について。

1 ２００７年度の反省で意見のあった「徴収金等調査に基づく父母負担軽減に向けた活動」を柱に予算要望活動をすすめます。そのため、２００８年度計画で課題となっていた「徴収金の運用を含めた各校の予算執行の実態に差があること」についても調査を行います。

2 昨年度までのとりくみである「PC関係消耗品・印刷関係消耗品・光熱費節減のとりくみ」については、「①」に組み込みながら、昨年の資料を活用する形で調査を行います。

（2） 各学校における要望活動の状況ととりくみについて

1 各学校内における予算要望のとりくみ実態について交流し、事務職員の関わり方について検討します。

3． その他

活動計画の具体的推進は連携会議事務局が主管します。

２００９年度　研究グループ活動計画
1． 活動方針

「学校間連携」のとりくみをとおして、子どもの学習権を保障する創造的学校事務を展開する。

2． 活動計画

（１）「領域としての学校事務」の再確認。


①二本立て運営計画について、改めて学習交流し、学校現場への定着を目指す。

②財政財務活動・教育情報活動について、領域実践交流シートを活用し、各学校のとりくみ交流を行う。

③保護者向け事務便り・児童生徒保護者アンケートについて学習交流を行う。

（２）省エネ・環境保全のとりくみについて、昨年度までのとりくみを発展させる。

①省エネチェックリストの活用について、市内全域でのとりくみとすべく、具体的方策を検討する。

　　（３）「領域としての学校事務」のため、研修会や講演会を他職種との合同も視野に入れ実施する。（管外視察・出前講座とのジョイントも検討）

3． その他

活動計画の具体的推進は連携会議事務局が主管します。

別紙２


決算予算調査の報告と論点整理
1． 決算予算調査の目的

　市配分予算については、多くの学校で校内再配分を行い、更に中間報告や決算、予算案づくりのための調査など多くの関連する業務を行っていることと思います。しかし、引き続く予算削減や学校業務の増大などにより、どの学校でも予算執行には多くの苦労を伴っていると考えられます。
　連携会議としては、各学校の配分予算の執行状況から課題整理を行うとともに、他校のとりくみを参考に、自校においてもより一層効果的予算執行となるよう交流を行うことを目的として「決算予算調査」を行いました。
今回の調査をもとに、石狩市の学校配分予算が学校運営上、とりわけ子どもの教育保障にどのように作用しているか、より効果的執行とするための手段はどうあるべきかなど様々な観点から分析を行い、その結果を予算要望委員会に反映するとともに今後の各校のとりくみに生かしていきたいと思います。
2． 集計結果から読みとれる特徴点
（1） 市内全学校から回答をいただきました。総括表はこの度は需用費消耗品費についてのみ集計してあります。引き続き備品費等の執行状況についても整理していきたいと思います。
（2） 全２１校（内併置１校）のうち需用費消耗品費について校内配分されているのは１８校（内１校は今年から配分、１校は配分項目は有り）でした。予算編成にあたって、年度当初に全職員に資料提出を求めている学校が２校ありました。
（3） 印刷関連予算が消耗品費全体に占める割合の平均は61％、また、授業や行事など教育課程の推進や子どもに還元される予算割合は11.7％でした。（但し、事務用消耗品などの配分項目や印刷関連予算の中にも、そのような執行が含まれていると思われるので、あくまで配分項目名からの読みとりによる推定です。）
3． 論点
（1） 校内配分は必要か。その効果と課題。
1 八幡小のとりくみから。

2 配分項目の交流。

（2） 校内配分の決定プロセスはどうなっているか。
1 年度当初に全員あるいは部門別に要望を調査する方法について。

2 前年実績をどのように反映させているか。

（3） 消耗品費に占める印刷関連費用が多いことをどのように考えるか。あわせて、教育課程推進や子どもに還元される予算は適当なのか。
1 印刷費の消耗品費に対する負担度合いについて。
2 印刷費を節約する手だてについて。
3 教材の確保や子どもの活動の予算確保について。
4． 今後に向けて
（1） 予算要望書に係わって
　予算要望の具体的作成方針については、学校財政グループで検討し次期定例会で提案します。（第１回予算要望委員会6/26です。）
（2） 各校のとりくみについて
　校内配分予算に関しては、本日の論議を参考に各校での取り組みをお願いしたい。次年度も同趣旨の調査を行い、各学校の改善点を交流したいと思います。
別紙３



徴収金調査の報告と論点整理

1． 徴収金調査の目的

　石狩市連携会議では、’07年に徴収金調査を行いましたが、調査結果の分析をするに至らず、調査の利用についても残念ながら進展を見ませんでした。今回はその反省を踏まえ、第１回連携会議で提案したとおり、分析結果を予算要望委員会に反映するとともに、白書づくりの資料としていきたいと思います。
　学校徴収金は、今日こそ「学校会計の適切な処理」という観点で語られていますが、徴収金の内容や教育効果との関わり、保護者負担のあり方等については校内では大きな論議が巻き起こることなく長年にわたって慣行が続いているのが現状と推察されます。しかし、事務職員の間では①義務教育無償の原則に則り、全ての教育費は公費でまかなわれるべきであること、②従って当面、保護者負担を軽減するべく公費での予算措置を求めていくこと、との主な柱により実践がすすめられてきました。また、とりわけ「小泉構造改革」と称された政府方針により結果として世帯間の経済格差が生じ、そのことが子どもの学習機会の格差となって表出しているとの世論が高まっていること、加えて、OECDのPISSA調査をとおして、義務教育はもとより高等教育に至るまでほぼ教育費が無償であるフィンランドが学力世界一となった事実から、公費による教育投資の重要性がよりクローズアップされ始めたことなど、教育費の公費負担に係わる論議は大変重要になっています。
　これらの観点を踏まえ連携会議では、各学校の徴収金の実情から課題整理を行うとともに、他校のとりくみを参考に、各校においても徴収金に係わる検討がなされるよう交流を行うことを目的として「決算予算調査」を行いました。その結果を予算要望委員会に反映するとともに今後の各校のとりくみに生かしていきたいと思います。
　

2． 集計結果から読みとれる特徴点

（1） 中学校について

1 日常の授業・学習に係わるものの金額は、小規模校より大規模校が多い傾向にある。
2 上記の傾向はあるものの、それぞれの規模の中では突出して金額が多い様子は見られない。

3 多くの学校で、実習等に必要な消耗品費が徴収されている。

（2） 小学校について

1 規模による徴収額（授業・学習に係わるもの）の多少については、特徴的傾向は読みとれない。

2 ＰＴＡ会費が、大規模校より小規模校が多い傾向が見られる。

3 多くの学校で、実習等に必要な消耗品費が徴収されている。

3． 論点

（1） 徴収金の内容や金額の決定システムはどうなっているか。
1 徴収金決定過程に事務職員はどのように係わっているか。

2 徴収金を減らすための手だてが校内で講じられているか。

（2） 実習等に使う消耗品を、公費でまかなうことは出来ないだろうか。
1 徴収金の実態は各校の予算要望にどの程度反映されているか。
2 徴収金を公費に振り替えるとりくみは行われているか。

4． 今後に向けて

（1） 予算要望に係わって

　予算要望の具体的作成方針については、学校財政グループで検討し次期定例会で提案します。（第１回予算要望委員会6/26です。）
（2） 各校のとりくみについて

　保護者負担軽減のために、事務職員としてどのような係わり方が考えられるか、今日の論議をへて検討をお願いしたい。次年度も同趣旨の調査を行い、各学校の改善点を交流したいと思います。






